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諮問庁：国土交通大臣 

諮問日：平成２９年８月２９日（平成２９年（行情）諮問第３４７号） 

答申日：平成３０年１月２４日（平成２９年度（行情）答申第４３１号） 

事件名：特定自動車道の特定道分岐部を特定地と想定した場合の整備費用を算

出したデータ及び積算結果が分かる文書の不開示決定（不存在）に

関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

中部横断自動車道（特定区間Ｂ）に関し，中央道分岐部を「特定地Ａ」

と想定した場合の整備費用を約２，３００～２，５００億円としているが，

それを算出したデータと積算結果（以下「本件対象文書」という。）につ

き，これを保有していないとして不開示とした決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，関東地方整備局長（以下「処分庁」と

いう。）が行った平成２９年５月８日付け国関整総情第１１７号－１によ

る不開示決定（以下「原処分」という。）について，その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人が主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書の記載

によると，おおむね以下のとおりである。 

（１）審査請求書 

ア 審査請求人は，２０１７年３月２２日付で開示された「国関整総情

第３５５７号－１」の資料に関し，同年４月４日関東地方整備局に対

して中央自動車道特定地Ａを分岐として特定国道Ａに沿って北上する

ルート案の整備費用２３００～２５００億円の算出データとその積算

結果を開示請求した。 

イ それに対して関東地方整備局は，２０１７年５月８日付で「当該文

書については，取得・作成しておらず，文書不存在のため不開示とし

ました」との理由で不開示決定とした。 

ウ ３月２２日付で開示された資料では，中部横断自動車道（特定区間

Ａ）までの整備費用が２３００～２５００億円と具体的に示されてい

るだけでなく，「概ねの延長」など積算の基礎となるその他の事項も

具体的に記されている。したがって，中央自動車道特定地Ａから分岐

するルート案に関しその具体的なデータ・算出結果は存在するはずで



 2 

ある。整備費用を算出したデータを「取得・作成」していないという

国交省の回答ではこのことの説明がつかず，到底納得のいくものでは

ないことは明らかである。 

エ さらに，２０１７年３月２２日付で開示された資料に関し，審査請

求人が関東地方整備局の情報公開担当者にその作成時期を問い合わせ

たところ，担当者は国交省が中部横断自動車道（特定区間Ｂ）につい

て２０１３年１月～２月に特定市町村Ａ，特定市町村Ｂで行った地元

説明会のバックデータとして作成したものであると回答した。 

オ 審査請求人が２０１６年１２月１４日，中部横断自動車道（特定区

間Ｂ）の新ルートＢ案に関しその概ねの建設費用の算定根拠となるデ

ータと積算を開示請求したところ，国交省関東地方整備局は２０１７

年１月１６日そのデータと算定の概算を「概算事業費の算定」として

開示した。 

カ 問題としている特定地Ａから分岐するルートの整備費用が算定され

たのは，新ルートＢ案が公表された時期とほぼ一致する。従って，新

ルートＢ案の整備費用の概算を算定するデータが存在している以上，

特定地Ａから分岐するルートのデータも存在していることは明らかで

ある。 

キ それ故，審査請求人は国交省が行った不開示決定を取り消し，該当

する整備費用の概算の算定データを開示することを求める。 

（２）意見書 

ア 中部横断自動車道（特定区間Ｂ）について 

中部横断自動車道は，新東名高速道路の静岡県新清水ＪＣＴから上

信越自動車道の長野県佐久小諸ＪＣＴを結ぶ延長１３２ｋｍの高速

自動車国道として計画されているものである。そのうち，特定区間

Ｂは１９９７年２月に基本計画が決定され，２０１０年１２月から

計画段階評価の試行として建設計画が進められている。（資料１） 

この「計画段階評価の試行」は国交省の初の取り組みとして全国３

カ所で実施された。中部横断自動車道（特定区間Ｂ）以外の区間で

はすべて５～７か月間で終了しているが，中部横断自動車道では

次々に問題が生起し，国交省が主張する「終了」まで４年４か月間

を要した。しかし私たちは計画段階評価に重大な瑕疵があることか

らそれが終了したとは考えておらず，そのやり直しを国交省と社会

資本整備審議会関東地方小委員会に要請しているところである。

（資料２，資料３） 

この特定区間Ｂの高速道路建設計画の問題点は多岐にわたるが，こ

こではまずそのルートが自然豊かな特定地Ｂを横断する計画で，自

然・環境・景観等に甚大な影響を与えるおそれがあること，ルート



 3 

の発表に当たり事前に地域住民に何の説明もなかったこと，国交省

自らが策定した計画段階評価のガイドラインに反して進められてき

たことを指摘しておきたい。 

① 中部横断自動車道（特定区間Ｂ）のルートは，当初３キロ帯と

して住民と行政機関に提示された。（資料４） 

しかし，そのルート帯が特定都道府県Ａでは特定地Ｂを横断する

計画で，この地の自然と生活環境，景観に大きな影響を与えること

を懸念して多くの住民団体が反対することとなった。対応に苦慮し

た国交省はルートの変更を余儀なくされ，新ルートを検討すること

となった。２０１２年１０月に開催された国交省の社会資本整備審

議会道路部会関東地方小委員会でＡ委員長は，「特定地Ｂでの整備

への異論」が強いためワーキンググループを設置し特定地Ｃを通る

特定都道府県Ａのルートを検討するよう指示した。これを受けて３

人の委員によるワーキンググループが設置され，２０１２年１１月

２１日に第１回ワーキンググループが開催されることとなった。 

その事務局を担当した特定河川国道事務所は，第１回ワーキング

グループに１キロ幅の新ルート帯Ａ案，Ｂ案を提示した。（資料

５） 

② 新たに示されたルート帯は中央自動車道特定地Ｄから分岐する

もので，それまでの３キロ幅のルート帯と同じく特定地Ｂを横断す

るものであったため，それまでにも増して大きな反対運動が起こる

こととなった。さらに，新ルート帯は従前の３キロ帯の外側に設定

されていたにもかかわらず，特定河川国道事務所がワーキンググル

ープに提示した図ではその３キロ帯の内側にあるように図が改ざん

されていることが，特定団体Ａの調査で明らかとなった。（資料

６）新ルート案はそれまでの３キロ幅のルート帯を１キロ幅に絞り

込んだものではなく，新たにその外側に設定されたルートの変更で

あった。 

この点に関して，国交省は「転記ミス」と釈明しているが，新ル

ート案が全く新たなルートであることは，国交省も認めざるを得な

いのである。計画段階評価では，ルートの設定に当たっては複数ル

ート案を提示し検討するよう定められており，新ルート案では中央

自動車道特定地Ｄから分岐して特定地Ｂを横断するルートは１本の

みであるため，ほかのルート案を提示する必要があるのである。今

回問題としている特定地Ａ，特定地Ｅから分岐するルート案はそれ

に該当するもので，国交省が定めた構想，段階における道路計画プ

ロセスのガイドライン（資料７）に従って新ルート案と同時に住民

ヘ提示する必要があるものであったのである。国交省はそれをこの
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間ずっと住民へ隠し続けていたと言わなければならない。 

沿線住民の会では国交省に対して再三再四，特定地Ａから分岐す

るルート案を提示するよう求めてきたが，４年の年月を経過してよ

うやくそのルート案が公表されることになった。 

③ 新ルート帯の発表に当たって，国交省が新ルート沿線の住民に

対して事前の説明を一切行わなかったことも大きな問題である。住

民は新ルート帯を新聞発表で知ることとなり，まさに「寝耳に水」

の事態に直面させられることとなった。そのため住民たちは「特定

団体Ａ」を結成して特定地Ｂを横断する高速道路建設計画の反対に

立ち上がり，その見直しを求めているのである。（資料８） 

しかし国交省は２０１５年４月，「計画段階評価は適正に行われ

た」 として対応方針を了承している。この中部横断自動車道（特

定区間Ｂ）の審議を担当した関東地方小委員会は，建設計画の策定

に当たって国交省に「住民との丁寧なコミュニケーション」を指示

したが，現実に行われたのはＡ，Ｂ新ルート案の突然の発表であ

り，その後の住民無視の強引な計画の遂行であった。丁寧なコミュ

ニケーションを通じた住民との合意形成とはほど遠いこのような国

交省の対応が，４年以上にわたり特定河川国道事務所と住民との話

し合いが実現できないという深刻な状況を作り出しているのであ

り，問題解決をよりいっそう困難にしている大きな原因のひとつで

ある。 

④ 道路建設に当たり，国交省はその進め方について平成１７年９

月「構想段階における市民参画型道路建設計画プロセスのガイドラ

イン」（資料７）を策定している。その中で国交省は，計画プロセ

スにおける透明性，客観性，合理性，公正性を強調して，ルートに

関しては比較対象できる複数案を提示して比較評価するよう指示し

ている。 

しかしながら中部横断自動車道（特定区間Ｂ）の建設計画で提示

された新ルートＡ，Ｂ案では，ルートの一部分のみＡ，Ｂ案として

形だけの２案が示されただけで，それ以外の部分は全く選択の余地

のない１本のルート案であった。そのため，住民は新ルート案が発

表された当初から複数ルート案の提示とそれによる当初から複数ル

ート案の提示とそれによる比較評価を求めてきたのである。しかし

国交省は頑なに複数ルート案の提示を拒み続けてきた。今回明らか

にされた「中央自動車道分岐部について」（資料９）が検討してい

た特定地Ａ分岐，特定地Ｅ分岐のルート案が特定地Ｄ分岐の新ルー

ト案と同時に発表されていたと想定した場合，国交省の考え方が透

けて見えるのである。当初の３キロ幅のルート帯について２０１２
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年に国交省が行ったルート案に関する住民アンケートでは，特定国

道Ａの改良整備を望む声がその半数以上を占め，特定地Ｂでの高速

道路建設を圧倒した結果となった。国交省は「特定地Ｄ接続あり

き」で計画を進めようとしていたため，住民が中央自動車道特定地

Ｄ分岐でなく別のかたちを選択することを恐れ，資料を隠し続けて

きた事実が今回明らかにされたのである。 

さらに，その資料が明らかにされてからも「主催者側説明におい

て丁寧に説明できるよう特定地Ｄ接続の有効性を改めて確認したも

のである」と内部文書扱いとし，「目安として試算」したので正確

なものではないと主張して文書の信頼性を薄めようとしていること

は誠に遺憾であり，住民への責任のある対応とは言えない。 

イ 国交省の説明に関して 

平成２９年３月２２日付（国関整総情第３５５７－１）で開示され

た中央自動車道分岐部資料について 

① 国交省は「あくまでも目安として，具体的に検討したＡ，Ｂ案

の延長との比率より，整備費用を試算したものである」として，

「具体的には特定地Ａから分岐した場合の概ねの延長は約２９ｋ

ｍ，Ａ，Ｂ案の概ねの延長は約２４ｋｍであることから，延長の比

率は１．２となる」としている。これについて検討する。 

平成２９年１月１６日付（国関整総情第２８２４－１）で開示さ

れた国交省の「平成２４年度特定地域Ａ環境影響検討業務」に関す

る資料によると，Ａ案の延長は１９．３８ｋｍ，Ｂ案の延長は２

０．４３ｋｍとなっており（資料１０），Ａ，Ｂ案の概ねの延長は

長くても約２０．５ｋｍである。中央自動車道特定地Ｄ分岐と特定

地Ａ分岐の距離の差は約４．５ｋｍなので，特定地Ａから分岐した

ルートの延長は約２５ｋｍとなる。この点においても，国交省の資

料は正確性を欠いている。この延長の比率を計算すると１．２２と

なり，国交省の主張する１．２とはならない。 

② 国交省は「Ａ ，Ｂ案の整備費である約１，９００億円に延長の

比率１．２を乗じ，百億円単位の概数として試算した整備費用が約

２，３００億円である。また，Ａ，Ｂ案の整備費用である約１，９

００億円に延長の比率１．２を乗じ，さらに１割程度の余裕を見込

むために１．１を乗じ，百億円単位の概数として試算した整備費用

が約２，５００億円である」と弁明しているが，計算方法は合理性

に欠け常識を逸脱しており，全く説得力を持たない主張である。 

ａ Ａ案の整備費用は１，７００～１，９００億円，Ｂ案の整備費

用は１，６００～１，８００億円（資料１０）であることから，

国交省がＡ，Ｂ案の整備費用を１，６００～１，９００億円とす
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ることに間違いはない。そこで国交省の主張するように延長の比

率を１．２として計算すると，Ａ，Ｂ案の整備費用は１，６００

×１．２～ １，９００×１．２＝１，９２０～２，２８０億円

となる。最小で約１，９００億円，最大で約２，３００億円であ

る。 

しかしながら国交省の計算では，整備費用の最大値を意図的に

最小値にすり替え，さらに１割程度の余裕を見込むとしてそれ

にし１．１を乗じて最大値としているが，そのような計算方法

は社会常識としてありえないことである。 

このことは，国交省が作成した前述の資料１０でも明らかであ

る。資料では，国交省は新ルート案の具体的なルートとその構

造を検討した（資料１１）うえで，Ａ案の全体事業費を１，６

７０億円，Ｂ案の全体事業費を１，５７２億円と計算し，ルー

ト位置による事業費の変化を考慮して，１割程度の余裕を見込

んだ概略事業費をＡ案が約１，７００～１，９００億円，Ｂ案

が１，６００～１，８００億円程度としているのである。すで

に１割程度の余裕を見込んである概算事業費に，さらに１割程

度の余裕を見込んで概算事業費を算出するということは到底考

えられないことである。国交省は数字をいたずらに操作するこ

とで，作為的に２，５００億円という数字を作り出しているこ

とは明らかである。国交省は資料に掲載されている整備費用約

２，３００～２，５００億円という数字につじつまを合わせる

ため，そのような計算方法を行っているのである。 

また，整備費用の最大値２，５００億円に関して，Ａ，Ｂ案の

最大値１，９００億円で割ると１．３となるが，それを最小値

１，６００億円で割って１．６という比率を計算している。こ

れは特定地Ａから分岐するとＡ，Ｂ案の特定地Ｄから分岐する

場合より１．６倍も費用がかかると印象付けるために作為的に

計算したもので，数字の意図的な操作と言わざるを得ないもの

である。 

以上のことから，特定地Ａの分岐ルートの概算費用は国交省が

主張するように単純に「延長の比率１．２を乗じた」場合１，

９００～２，３００億円となり， 中央自動車道分岐部を特定地

Ａとした２，３００～２，５００億円と大きく異なることを説

明することが出来ない。それ故，Ａ，Ｂ案の概略事業費を算出

した（資料１０，１１）ように，ルートの位置と構造を前提と

した詳細なデータと計算が存在するはずで，そうでなければこ

の概算費用を説明することはできないのである。 
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ｂ 支障家屋件数に関しても，Ａ，Ｂ案では約４０軒となってお

り，１．２の比率を乗じると約４８軒となるはずなのに，約４９

軒とされ，１．２を乗じて算出したという説明に合致しない。 

ｃ 中央自動車道分岐部の資料に掲載されている特定地Ｅから分岐

したルートの整備費用に関しても，特定地Ａから分岐するルート

の場合とまったく同様であり，国交省の説明とは異なり詳細なデ

ー夕，計算にもとづいて算出されたものでなければ説明のつかな

いものである。 

ｄ 中央自動車道特定地Ａを分岐部とするルートは特定市町村Ａの

特定河川Ａと特定国道Ａに沿って北上するルート案で，西側が台

地となっており，道路勾配が４．５％程度あるために地形の特性

上高架の構造で建設されることが想定される。それに対して特定

地Ｄ分岐のルートでは特定国道Ａまでは盛土で計画されているた

め高架での建設より安価で済む計算となっている。 

この建設構造の違いが，概略整備費の増大につながり，「延長

の比率１．２」を大幅に上回る整備費となっているものと推測

されるのである。従って，このことからも，特定地Ａを分岐部

とするルートに関し，その概略整備費等を算出する根拠となっ

た詳細なデータと積算が存在することが見て取れるのである。 

③ 国交省は，「中央自動車道分岐部資料は，説明会の資料として

使用するものではなく，説明会の主催者側説明において丁寧に説明

できるよう特定地Ｄ接続の有効性を改めて確認したものである。仮

に中央自動車道分岐部を「特定地Ｅ」，「特定地Ａ」と想定した場

合の整備費用等をあくまでも目安として試算したものであることか

ら，具体的に検討したＡ，Ｂ案のような算出したデータと積算結果

が存在しないのは当然のことである」としている。 

ａ 国交省は「あくまでも目安として」と主張するが，その目安と

なるものが具体的な事実に基づいて作られたものでないとするな

らば，それこそが問題である。道路は対象地域によって道路の構

造が異なり，その費用も違ってくることは周知の事実であり，そ

の地形・道路構造等に応じた詳細な計算が要求される。ルートの

延長が１．２倍あるから事業費も１．２倍必要となる，というよ

うな安易な計算を国交省が行い，それで説明が足りると考えてい

るのならば，それは住民を愚弄することに他ならない。それを聞

いた住民が，そのような何の根拠にも基づかない説明で納得する

とでも考えているのなら大きな誤りである。丁寧な説明をするた

めに中央自動車道分岐部の資料を作成したというのなら，事実に

基づいたきちんとした資料を作成することが国交省の国民に対す
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る義務を果たすことになる。 

ｂ ２０１３年１月～２月に行われた国交省主催の地元説明会で

は，参加者から「なぜ特定地Ｄ接続なのか」という疑問が多く出

された。それに対して国交省の担当者は「特定地Ｄ接続が道路構

造的，道路コスト的に優れている」と発言したが，その際，その

具体的な有利性・利便性等を説明することはなく，ましてや今回

の中央自動車道分岐部資料の提示やその具体的な数字に関しても

一切言及することはなかった。そのため，特定地Ｂ地域の住民や

別荘所有者等の疑問が解消されるどころか，国交省への不信がま

すます高まる結果となった。住民へ丁寧な説明をするためにその

資料を作成したと主張しているもかかわらず，住民に対してそれ

を説明し，内容を明らかにして疑問に答えることをせずに説明会

を終了したことは，その後大きな禍根を残すこととなったのであ

る。 

④ 国交省は「担当部署の執務室や書庫等を入念に探索させたが，

該当する文書の存在は確認できなかった。」「以上のことから，原

処分において文書不存在を理由に不開示決定したことは妥当である

と考えられる」と結論付けている。これを検討する。 

文書不開示の理由として国交省は「当該文書については，取得・

作成しておらず，文書不存在のため不開示としました」（資料１

２）としている。これまで述べてきたように，国交省の弁明では特

定地Ａを分岐部とするルートの整備費用を説明することはできな

い。国交省がその業務で通常実施するように，この件に関してもル

ートの概要・計算に関して外部のコンサルタント会社に業務委託し

ているものと考えるのが妥当である。そうであるならば，当時の契

約書，業務報告書が存在するはずで，それをもとに文書を探し，開

示請求に答えることは可能であると言える。 

そもそもルートの整備費用の計算に際し，国交省がそのデータ等

を「取得・作成しておらず」，すなわち作らないで算出したと主張

すること自体理解できないことである。特定河川国道事務所の当時

の事業対策官は，２０１２年に特定団体Ａとの意見交換会の場で，

「特定地Ａ分岐のルートの整備費を計算するには金がかかる」と発

言していた。今回，中央自動車道特定地Ａ分岐のルート案が明らか

となり，その資料に整備費用が掲載されていることから，国交省は

その計算・算出に当たり外部のコンサルタント会社に業務委託した

ことは容易に推測されるのである。 

⑤ 中部横断自動車道（特定区間Ｂ）の建設計画は日本で初めての

計画段階評価の「試行」として行われている事業である。計画段階
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評価では建設計画の策定に際し，複数案のルートを住民に提示し比

較検討しながらルートを策定するプロセスが採用されているが，特

定都道府県Ａ新ルートＡ，Ｂ案では特定市町村Ｃから特定市町村Ｄ

までは１本のルートしかなく複数ルート案が提示されなかった。国

交省が新ルート案の作成と並行して特定地Ａや特定地Ｅから分岐す

るルートを検討していたのなら，それが比較対象の複数ルート案と

して住民へ提示されて然るべきであった。しかし国交省はそれを住

民へ提示することなく２０１３年の地元説明会以来ずっと隠し続け

てきた。まさに最初に「特定地Ｄ接続ありき」の新ルート案であっ

たことが，今回の開示請求による中央自動車道分岐部資料で明らか

にされたと言える。そういう意味で，今回問題となっている中央自

動車道分岐部資料は大変重要なもので，その全体を明らかにするこ

とは国交省が自ら制定した「道路建設プロセスのガイドライン」に

反して中部横断自動車道（特定区間Ｂ）の建設計画を進めてきたこ

との証のひとつとなるものである。 

特定団体Ａでは２０１４年１１月，この計画段階評価に重大な暇

庇があるためそのやり直しを国交省に対して要請し，２０１５年１

１月に意見書（資料１３）を提出している。この新ルート案に関し

ては，国交省道路局の担当者も２０１５年１１月の国会議員による

国交省のヒアリングの場で「ボタンのかけ違いがあった」と発言

し，その問題点を認めているのである（資料１４）。 

しかし国交省は計画段階評価のプロセスの問題点を認めながら，

「計画段階評価は適正に行われた」と強弁して不誠実な態度を取

り，中部横断自動車道の建設計画を強引に進めようとしている。今

回の資料の問題に関し，国交省が住民に対して事実をすべて明らか

にし，住民に対する丁寧な説明とその指摘に真撃な態度をとること

の重要さを再度強調しておきたい。（本答申では資料は省略） 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求について 

（１）本件開示請求は，法に基づき，処分庁に対して，本件対象文書の開示

を求めたものである。 

（２）本件開示請求を受けて，処分庁は，文書不存在を理由に不開示決定

（国関整総情第１１７号－１）（原処分）を行った。 

（３）これに対し，審査請求人は，国土交通大臣に対し，原処分を取り消

し，本件対象文書の開示を求める審査請求をした。 

２ 審査請求人の主張について 

審査請求書によると，審査請求人の主張は，おおむね以下のとおりであ

る。 
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（１）平成２９年３月２２日付け（国関整総情第３５５７号－１）で開示さ

れた資料（以下「中央自動車道分岐部検討資料」という。）では，中部

横断自動車道（特定区間Ａ）までの整備費用が２，３００～２，５００

億円と具体的に示されているだけでなく，「概ねの延長」など積算の基

礎となるその他の事項も具体的に記されている。従って，中央自動車道

特定地Ａから分岐するルート案に関し具体的なデータ・算出結果は存在

するはずである。整備費用を算出したデータを「取得・作成」していな

いという国交省の回答ではこのことの説明がつかず，到底納得いくもの

ではないことは明らかである。 

（２）審査請求人が平成２８年１２月１４日付けで中部横断自動車道（特定

区間Ｂ）の新ルートＢ案に関しその概ねの建設費用の算定根拠となるデ

ータと積算を開示請求したところ，処分庁は平成２９年１月１６日付け

（国関整総情第２８２５号－１）付けでそのデータと算定を「概算事業

費の算定」として開示した。 

（３）問題としている特定地Ａから分岐するルート案の整備費用が算定され

たのは，新ルートＢ案が公表された時期とほぼ一致する。従って，新ル

ートＢ案の整備費用の概算を算定するデータが存在している以上，特定

地Ａから分岐するルート案のデータも存在していることは明らかであ

る。 

（４）それ故，審査請求人は処分庁が行った不開示決定を取り消し，本件対

象文書を開示することを求める。 

３ 中部横断自動車道について 

中部横断自動車道は，静岡県静岡市を起点に，山梨県甲斐市を経由して

長野県小諸市に至る延長１３２ｋｍの高速自動車国道である。 

当該道路は，新東名高速道路をはじめ，中央自動車道，上信越自動車道

と接続されることで，太平洋側と日本海側の連携・交流が強化され，広域

的なネットワークによる物流体系の確立や，広域的観光ゾーンの開発・支

援等に寄与するものと期待されている。 

中部横断自動車道事業にあたっては，事業の手続の透明性を図り，住民

とのコミュニケーションを取ることを目的とした計画段階評価の手続きが

とられており，その手続きの中で，関東地方小委員会から特定都道府県Ａ

区間の地元意見に対し，より細やかな対応をするためのワーキンググルー

プを設置するよう指摘を受けたことから，数回にわたり，そのワーキング

グループが開催され，複数案のルートが検討された。 

４ 平成２９年３月２２日付け（国関整総情第３５５７号－１）について 

審査請求人が平成２９年２月１７日付けで「中部横断自動車道（特定区

間Ｂ）の１キロ幅の新ルート帯において，特定地Ｄから特定市町村Ｄに至

る区間で特定国道Ａ線に交差する地点付近から，特定地Ａまでを高規格高
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速道路で建設した場合の概算費用とそれを算出したデータ」の開示を請求

し，平成２９年３月２２日付け（国関整総情第３５５７号－１）で開示決

定された中央自動車道分岐部検討資料である。 

５ 原処分に対する諮問庁の考え方について 

審査請求人は，本件対象文書は存在しているはずである旨を主張してい

ることから，以下，原処分の妥当性について検討する。 

（１）本件請求文書及び審査請求書によれば，審査請求人は中部横断自動車

道（特定区間Ｂ）に関し，中央自動車道分岐部を「特定地Ａ」と想定し

た場合の整備費用を約２，３００～２，５００億円としているが，それ

を算出したデータと積算結果に関する文書を求めていると認められる。 

（２）本件請求文書及び審査請求書にある「中部横断自動車道（特定区間

Ｂ）に関し，中央自動車道分岐部を「特定地Ａ」と想定した場合の整備

費用を約２，３００～２，５００億円としている」とは，平成２９年３

月２２日付け（国関整総情第３５５７号－１）で開示決定された中央自

動車道分岐部検討資料の一部を示していると認められる。 

（３）中央自動車道分岐部検討資料で示している内容は，中央自動車道分岐

部を「特定地Ｅ」，「特定地Ａ」と想定した場合としており，一方，参

考で示しているＡ，Ｂ案とは，平成２４年１１月２１日の第１回ワーキ

ンググループで公表した複数ルート案である。Ａ，Ｂ案とは，第１回ワ

ーキンググループを開催するまでに審議されていたルート帯に対し，

「特定地Ｂでの整備に異論」があったことから，特定地Ｃのルートを含

めて具体的に検討した複数ルート案である。 

（４）Ａ，Ｂ案は具体的に検討した複数ルート案であるのに対し，中央自動

車道分岐部を「特定地Ｅ」，「特定地Ａ」と想定した場合とは，平成２

５年１月３０日～平成２５年２月１６日の地元説明会を実施するにあた

り，従前のコミュニケーション活動において，地域住民から「何故，特

定地Ｄ接続なのか？何故，特定地Ｅ，特定地Ａ接続ではいけないの

か？」という質問を受けていたことから，当該説明会の質疑応答でも同

様の質問が多分に出される可能性が予見されたため，説明会の資料とし

て使用するものではなく，説明会の主催者側説明において丁寧に説明で

きるよう特定地Ｄ接続の有効性を改めて確認したものである。あくまで

も目安として，具体的に検討したＡ，Ｂ案の延長との比率より，整備費

用を試算したものである。 

具体的には，特定地Ａから分岐した場合の概ねの延長は約２９ｋｍ，

Ａ，Ｂ案の概ねの延長は約２４ｋｍであることから，延長の比率は１．

２となる。Ａ，Ｂ案の整備費用である約１，９００億円に延長の比率

１．２を乗じ，百億円単位の概数として試算した整備費用が約２，３０

０億円である。また，Ａ，Ｂ案の整備費用である約１，９００億円に延



 12 

長の比率１．２を乗じ，さらに１割程度の余裕を見込むために１．１を

乗じ，百億円単位の概数として試算した整備費用が約２，５００億円で

ある。 

（５）よって，中央自動車道分岐部検討資料は，説明会の資料として使用す

るものではなく，説明会の主催者側説明において丁寧に説明できるよう

特定地Ｄ接続の有効性を改めて確認したものである。仮に中央自動車道

分岐部を「特定地Ｅ」，「特定地Ａ」と想定した場合の整備費用等をあ

くまでも目安として試算したものであることから，具体的に検討した

Ａ，Ｂ案のような算出したデータと積算結果が存在しないのは当然のこ

とである。したがって，本件請求文書にあたる文書を保有していないと

する処分庁の説明に不自然・不合理な点はなく，これを覆す特段の事情

も認められない。 

（６）念のため，本件審査請求を受け，処分庁に対し，本件請求文書に該当

する文書を保有しているか確認するため，担当部署の執務室や書庫等を

入念に探索させたが，該当する文書の存在は確認できなかった。 

（７）以上のことから，原処分において文書不存在を理由に不開示決定した

ことは妥当であると考えられる。 

６ 結論 

以上のことから，諮問庁としては，文書不存在を理由に不開示決定とし

た原処分は妥当であると考える。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成２９年８月２９日  諮問の受理 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年１０月３日     審査請求人から意見書及び資料を収受 

④ 同年１１月２２日    審議 

⑤ 同年１２月１５日    審議 

⑥ 平成３０年１月２２日  審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件開示請求は，本件対象文書の開示を求めるものであり，処分庁は，

これを保有していないとして不開示とする原処分を行った。 

審査請求人は，原処分の取消しを求めているが，諮問庁は，原処分を妥

当としていることから，以下，本件対象文書の保有の有無について検討す

る。 

２ 本件対象文書の保有の有無について 

（１）当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，本件対象文書の保有の有

無について，改めて確認させたところ，諮問庁は，以下のとおり説明す
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る。 

ア 本件開示請求は，別件の平成２９年３月２２日付け（国関整総情第

３５５７号－１）により開示決定した中央自動車道分岐部検討資料中

の一部の整備費用に関する記述を捉え，当該記述に係る整備費用の積

算データの開示を求めるものである。 

中央自動車道分岐部検討資料は，国土交通省の地元説明において丁

寧に説明できるよう国交省担当者自身が，特定地Ｄ接続の有効性を

改めて確認したものであり，地元説明会において，資料として提供

しておらず，また，公開しているものではない。 

イ 中央自動車道分岐部検討資料では，特定地Ａから分岐した場合の道

路の整備費用を概ね２，３００億円～２，５００億円と記載している

ところ，これは，担当職員が特定地Ｄから分岐となるＡ案，Ｂ案のデ

ータを基にして，以下の方法によりおおよその整備費用を算出したも

のであり，詳細な積算を行った上で算出したものではない。 

（ア）特定地Ａから分岐した場合の概ねの道路延長は約２９ｋｍ，これ

に対して特定地Ｄからの分岐となるＡ案，Ｂ案の概ねの延長は約２

４ｋｍであることから，延長比率は１．２倍となる。 

（イ）特定地Ａから分岐した場合の試算については，Ａ案，Ｂ案と比較

すると，山地が迫っており，地形の改変が多く，大規模な構造物の

構築が必要となることから，単純に延長の比率のみで算出すると過

小に算出される可能性が高いと想定される。 

そのため，Ａ案，Ｂ案の整備費用である約１，６００億円～１，

９００億円のうち，最も金額の高い１，９００億円に対して，延長

比率１．２を乗じて百億円単位の概数（２，３００億円）を算出し

た。 

また，特定地Ａから分岐した場合の整備費用については，上記

（ア）で算出した２，３００億円に対して，更に１割程度の余裕を

見込んだ整備費用（２，５００億円）も算出し，２，３００億円～

２，５００億円としたものである。 

ウ 以上のとおり，中央自動車道分岐部検討資料中の「特定地Ａから分

岐した場合の道路の整備費用を概ね２，３００億円～２，５００億

円」との記述は，飽くまでもＡ案，Ｂ案の整備費用を基にしておおよ

その整備費用を算出したものにすぎず，Ａ案，Ｂ案のように，具体的

に検討して積算を行ったものではないので，これに関する積算資料は

存在しない。 

エ 念のため，本件審査請求を受け，処分庁に対し，本件対象文書に該

当する文書を保有しているか確認するため，担当部署の執務室や書庫

等を探索させたが，該当する文書の存在は確認できなかった。 
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（２）本件対象文書を保有していないとする諮問庁の上記（１）の説明を覆

すに足りる事情は認められない。 

したがって，関東地方整備局において本件対象文書を保有していると

は認められない。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人はその他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を左

右するものではない。 

４ 本件不開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，これを保有していないとして不

開示とした決定については，関東地方整備局において本件対象文書を保有

しているとは認められず，妥当であると判断した。 

（第５部会） 

委員 南野 聡，委員 泉本小夜子，委員 山本隆司 


